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平成30年５月１日 
  



 

この財政事情書は、市の財政状況と市が管理する地方公営企業の業務状況を広く市民の

皆様にお知らせし、市政に対する御理解と御協力をいただくため、市が公表するものです。 

今回は、平成 30 年度における重点事業及び平成 29 年度下半期（平成 29 年 10 月１日か

ら平成 30 年 3 月 31 日まで）における財政運営の状況及び公営企業の業務状況について公

表します。 

 

 

 

 

 

  

まえがき 



 

 

 

 平成 30 年度一般会計当初予算の総額は、歳入歳出それぞれ 145 億 4,000 万円で、前年度

と比較して 6 億円、4.3％の増となりました。 

 これは、北陸新幹線整備関連事業（168,048 千円）、石塚橋架け替え事業（348,000 千円）、

私立認定こども園施設整備費補助金（169,267 千円）、福井しあわせ元気国体・障害者スポ

ーツ大会の開催（357,027 千円）などが予定されていることが要因として挙げられます。 

 

 

 

各会計予算規模                         （単位：千円、％） 

区分 

会計 

平成 30 年度

当初予算額 

平成 29 年度

当初予算額 
比較増減額 増減率 

一般会計 14,540,000 13,940,000  600,000 4.3 

特

別

会

計 

国民健康保険特別会計 3,112,900 3,624,500 △511,600 △14.1 

後期高齢者医療特別会計 333,780 315,100 18,680 5.9 

農業者労働災害共済特別会計 5,000 5,000 0 0.0 

公
営
企
業
会
計 

水道事業会計 992,770 1,005,588  △12,818 △1.3 

工業用水道事業会計 16,845 11,013  5,832 53.0 

公共下水道事業会計 2,320,609 2,370,091  △49,482 △2.1 

農業集落排水事業会計 27,515 115,684  △88,169 △76.2 

合計 21,349,419 21,386,976  △37,557 △0.2  

 

 

⼀般会計予算規模推移 

 

123億

143億

133億

148億

139億
145億

100

110

120

130

140

150

H25 H26 H27 H28 H29 H30

（億円） 

第１ 平成３０年度当初予算の概要 

（年度） 

１ 予算規模 



 

 

 歳入は、市税等の自主財源が 6,618,172 千円、構成比 45.6％で、国県支出金、市債等の

依存財源が 7,921,828 千円、構成比 54.4％となっています。 

 主な内容としては、固定資産税の税収が増加となる見込となっており、市税が前年比

101,000 千円、2.2％増となっています。 

 また、県支出金が、259,808 千円、21.5％増となっています。これは、北陸新幹線三駅周

辺整備推進事業補助金、福井しあわせ元気国体関連補助金などが増加したことが主な要因

です。 

 市債は、石塚橋架け替え事業、伊井公民館改修事業などに借入を予定しており、38,400

千円、3.3％の減となっています。 
 

⼀般会計 性質別内訳（歳⼊）                    （単位：千円、％） 

区分 

款 

平成 30 年度 平成 29 年度 比較増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ/Ｂ×100 予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 

市税 4,741,859 32.6 4,640,859 33.3 101,000 2.2 

分担金及び負担金 299,301 2.1 292,309 2.1 6,992 2.4 

使用料及び手数料 170,001 1.2 163,714 1.2 6,287 3.8 

財産収入 72,612 0.5 63,918 0.5 8,694 13.6 

寄附金 82 0.0 82 0.0 0 0.0 

繰入金 793,176 5.5 572,426 4.1 220,750 38.6 

繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

諸収入 541,140 3.7 363,172 2.6 177,968 49.0 

地方譲与税 118,000 0.8 115,000 0.8 3,000 2.6 

利子割交付金 6,000 0.0 4,000 0.0 2,000 50.0 

配当割交付金 16,000 0.1 13,000 0.1 3,000 23.1 

株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.1 8,000 0.1 7,000 87.5 

地方消費税交付金 519,000 3.6 494,000 3.5 25,000 5.1 

ゴルフ場利用税交付金 60,000 0.4 68,000 0.5 △8,000 △11.8 

自動車取得税交付金 33,000 0.2 30,000 0.2 3,000 10.0 

地方特例交付金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

地方交付税 2,780,000 19.1 2,780,000 19.9 0 0.0 

交通安全対策特別交付金 3,000 0.0 4,000 0.0 △1,000 △25.0 

国庫支出金 1,757,494 12.1 1,934,593 13.9 △177,099 △9.2 

県支出金 1,469,534 10.1 1,209,726 8.7 259,808 21.5 

市債 1,134,800 7.8 1,173,200 8.4 △38,400 △3.3 

歳入合計 14,540,000 100.0 13,940,000 100.0 600,000 4.3 

２ ⼀般会計歳⼊予算の概要 



（１）歳出の性質別区分の状況 

 歳出は、人件費等の義務的経費が 6,455,583 千円、構成比 44.4％で 2.7％の増、投資的

経費が 1,856,880 千円、構成比 12.7％で 9.7％の増、物件費等その他の経費が 6,227,537

千円、構成比 42.9％で 4.5％の増となっています。 

主な増減の内容としては、積立金で国民体育大会運営基金の積立が終了したことにより

40,000 千円、96.3％の減となったものの、物件費で公共施設等再配置計画策定業務やため

池ハザードマップ作成業務などの増により 106,042 千円、5.4％の増となっているほか、普

通建設事業費は 9.6％の増となっています。これは、私立認定こども園施設整備費補助金、

石塚橋架け替え事業、北陸新幹線整備関連事業、伊井公民館改修事業などが予定されてい

ることなどが要因として挙げられます。 

 

⼀般会計 性質別内訳（歳出）                    （単位：千円、％） 

区分 

性質 

平成 30 年度 平成 29 年度 比較増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ/Ｂ×100 予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 

 人件費 2,196,035 15.0 2,134,171 15.3 61,864 2.9 

扶助費 2,708,710 18.6 2,667,118 19.1 41,592 1.6 

公債費 1,550,838 10.8 1,483,907 10.7 66,391 4.5 

義務的経費 6,455,583 44.4 6,285,196 45.1 170,387 2.7 

 補助事業 910,038 6.3 1,110,942 8.0 △200,904 △18.1 

単独事業 719,872 5.0 449,612 3.2 270,260 60.1 

県営負担金 223,170 1.4 130,977 0.9 92,193 70.4 

災害復旧費 3,800 0.0 1,300 0.0 2,500 192.3 

投資的経費 1,856,880 12.7 1,692,831 12.1 164,049 9.7 

 物件費 2,059,209 14.2 1,953,167 14.0 106,042 5.4 

維持補修費 46,603 0.3 46,940 0.3 △337 △0.7 

補助費等 2,915,841 20.1 2,699,477 19.4 216,364 8.0 

積立金 1,537 0.0 41,537 0.3 △40,000 △96.3 

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

貸付金 150,700 1.0 152,700 1.1 △2,000 △1.3 

繰出金 1,043,647 7.2 1,058,152 7.6 △14,505 △1.4 

予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

その他経費 6,227,537 42.9 5,961,973 42.8 265,564 4.5 

歳出合計 14,540,000 100.0 13,940,000 100.0 600,000 4.3 

 

  

３ ⼀般会計歳出予算の概要 



（２）歳出の⽬的別区分の状況 
 

⼀般会計 ⽬的別内訳（歳出）                    （単位：千円、％） 

区分 

款 

平成 30 年度 平成 29 年度 比較増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ/Ｂ×100 予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比 

議会費 172,793 1.2 171,387 1.2 1,406 0.8 

総務費 1,393,108 9.5 1,373,574 9.9 19,534 1.4 

民生費 4,797,053 33.0 4,620,547 33.1 176,506 3.8 

衛生費 784,832 5.4 798,794 5.7 △ 13,962 △ 1.7 

労働費 53,043 0.4 54,110 0.4 △ 1,067 △ 2.0 

農林水産業費 934,036 6.4 791,142 5.7 142,894 18.1 

商工費 358,525 2.5 391,348 2.8 △32,823 △8.4 

土木費 2,049,834 14.1 2,310,392 16.6 △260,558 △11.3 

消防費 521,399 3.6 488,625 3.5 32,774 6.7 

教育費 1,909,201 13.1 1,403,336 10.1 505,865 36.0 

災害復旧費 3,800 0.0 1,300 0.0 2,500 192.3 

公債費 1,550,838 10.7 1,483,907 10.6 66,931 4.5 

諸支出金 1,538 0.0 41,538 0.3 △40,000 △96.3 

予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0.0 0.0 

歳出合計 14,540,000 100.0  13,940,000  100.0 600,000 4.3 

 

 

 

 

  



 

 平成 30 年度予算では、平成 28 年３月に策定した「第２次あわら市総合振興計画」の基

本理念である「暮らしやすくて 幸せを実感できるまち」を実現するため、今後 10 年間で

重点的に実施していく施策をまとめた６つのプランを総合的かつ複合的に推進することと

併せ、平成 27 年 10 月に策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の実現に向け、ま

ちづくり、創業支援、観光振興、移住定住、少子化対策などの施策を引き続き積極的に推

進します。 

 

重点施策への予算配分 

 

■「第２次あわら市総合振興計画」における６つのプランに基づく主要事業  

 

Ｐｌａｎ－Ａ「新幹線を迎える」 

 

○継 ブランド推進事業（政策課）                        11,412 千円 

（地域ブランド発信事業、ブランドサイト運営、あわらむすび Project 等） 

○新 観光振興戦略策定事業（観光商工課）                  2,500 千円 

（北陸新幹線県内延伸を控え、本市の観光を次のステージに引き上げるための「観光振興戦

略」（仮称）を策定） 

○継 越前加賀インバウンド受け入れ体制等整備事業（観光商工課）       21,254 千円 

（インバウンドの推進：スマホアプリを活用した外国人の移動・動向調査のデータ収集委

託、観光ガイド及びコンシェルジュの育成） 

○継 外国人滞在型観光促進事業（観光商工課）                  8,000 千円 

（インバウンドの推進：市内に宿泊する外国からの団体旅行を実施した旅行会社に対する

補助 ＠2,000 円×4,000 人） 

○継 「ちはやふる」を活用した知名度向上事業（観光商工課）         13,000千円 

○継 二次交通アクセス強化事業（観光商工課）                 8,291千円 

○継 魅力発信事業（観光商工課）                       9,000千円 

（多言語パンフレットの充実等）                      

○継  芦原温泉駅周辺整備事業（新幹線まちづくり課）             19,200 千円 

（まちづくりハード整備の推進：平成29年度からの繰越事業を含めて着実に推進） 

○新 北陸新幹線三駅周辺整備推進事業（新幹線まちづくり課）        70,000 千円 

（ＪＲ芦原温泉駅周辺整備に係る土地の購入、物件移転補償） 

 

Ｐｌａｎ－Ｂ「まちを輝かせる」 

 

○新 市長ふれあいトーク事業（総務課）                    300 千円 

（各界各層の市民、団体、企業と市長が身近に話し合う場を設け、市民の声を市政へ反映） 

 

４ 重点事業 

 

 

 



○新 まち・むらときめき支援事業（政策課）                 6,000 千円 

（将来にわたるまち・むらの機能の維持・活性化に向けた「集落活性化計画」（仮称）を策

定） 

○拡 デマンド交通（乗合タクシー）運行事業の見直し（生活環境課）     36,041 千円 

（ブロック制の廃止、運転免許自主返納者に対する割引制度の適用期間を３年から無期限

に拡大） 

○継 特定空き家等除去支援補助金（生活環境課）                 500 千円 

（空き家対策の充実・強化：補助率 1/2、上限 500千円） 

○継 空き家等相談業務委託料（生活環境課）                   249 千円 

（空き家対策の充実・強化：空き家の有効活用、空き家情報バンクへの登録促進） 

○継 道路更新防災等対策事業補助金等事業（石塚橋）（建設課）         348,800千円 

○継 社会資本整備総合交付金事業（瓜生・石塚線）（建設課）           64,388千円 

○新 社会資本整備総合交付金事業(北潟東・赤尾線) （建設課）        30,000千円 

○新 社会資本整備総合交付金事業(舗装改良) （建設課）             33,000 千円 

 

 

Ｐｌａｎ－Ｃ「人をはぐくむ」 

 

○新 まち・むらときめき支援事業（政策課）（再掲）             6,000 千円 

（将来にわたるまち・むらの機能の維持・活性化に向けた「集落活性化計画」（仮称）を策

定） 

○継 姉妹都市教育交流事業（教育総務課）                   1,800 千円 

（下妻市との教育交流の推進：中学校生徒 20人、教職員 20人程度が隔年相互訪問交流） 

○新 学校運営支援員配置事業（教育総務課）                  2,352 千円 

（教員の多忙化解消と業務負担の軽減：各小中学校に配置） 

○新 部活動指導員配置事業（教育総務課）                   1,800 千円 

（教員の多忙化解消と業務負担の軽減：各中学校に配置（１校当たり 900 千円）） 

○継 地域スポーツ指導者配置事業（教育総務課）                 800 千円 

（教員の多忙化解消と業務負担の軽減：芦原中学校２人、金津中学校６人） 

○新 中学校スクールバス無料化事業（教育総務課）      6,000 千円相当の負担軽減 

（教育費に係る保護者負担の軽減） 

○新 金津東小学校プール改修事業（教育総務課）                31,723 千円 

○新 金津小学校プール解体事業（教育総務課）                 26,536 千円 

（金津小学校プールの解体及び新設の方針決定） 

○新 伊井公民館改修事業（文化学習課）                    53,100 千円 

（本館の屋上シート防水や外壁、トイレ、内装等の改修、体育館のカバー工法による防水

工事） 

 



○新 中央公民館事業用備品購入（文化学習課）                  1,400 千円 

（中央公民館大ホールにて行う軽スポーツ用の備品購入） 

○拡 創作の森運営事業（文化学習課）                   104,700 千円 

（管理委託料、運営補助金：創作の森開館 20周年記念事業等） 

○拡 福井しあわせ元気国体・障害者スポーツ大会経費（国体推進課）     357,027 千円 

（バレーボール（成年男女）、カヌースプリント、ゴルフ等の開催） 

 

 

Ｐｌａｎ－Ｄ「安らぎを守る」 

 

○拡  福祉タクシー利用料金助成費（福祉課）                2,000 千円 

（対象者の拡大（３級追加）、配付枚数の増（24枚→36枚）） 

○継 認定こども園５歳児無料化事業（子育て支援課）    43,213 千円相当の負担軽減 

（子育て世帯への支援：平成 27年度からの継続事業） 

○新  市民税非課税世帯の認定こども園料無料化事業（子育て支援課）864 千円相当の負担軽

減 

（低所得者子育て世帯への支援：０歳児から４歳児までの園児を持つ市民税非課税世帯） 

○拡 こども医療費助成窓口無料化事業（子育て支援課）     7,270 千円相当の負担軽減 

（保険外分を除いた医療費の窓口無料化（現物給付化）：就学後児童・生徒に係る自己負担

金 500 円/月を廃止することによる負担軽減）） 

○新  私立認定こども園施設整備費補助金（子育て支援課）         169,267 千円 

（施設改修に対する補助：本荘こども園改築 164,304 千円、白藤こども園改修 4,963 千円） 

○新  認定こども園施設充実事業補助金（子育て支援課）          11,715 千円 

（国庫補助対象外分の施設改修に対する補助：白藤こども園増築 11,715 千円） 

○拡 子育て世代包括支援センターの充実・強化（子育て支援課）         8,748 千円 

子育て施策の外部へのアピール…「母子健康手帳アプリ」を活用したサービスの周知や情報発信の充実（新規） 

発達相談会の拡充…小児科医師、臨床心理士、言語聴覚士による発達が気がかりな子どもの相談会（拡充） 

妊産婦サポーター訪問の充実…妊産婦やその家族に対して助産士や保育士が自宅訪問（継続） 

子育て包括支援センターデビュー前の子ども（生後６ヶ月まで）及び親の交流会の開催（拡充） 

○継  フレイル予防事業（健康長寿課）                     364 千円 

（介護予防の充実と健康寿命の延伸：東京大学高齢社会総合研究機構及び福井県との連携

により、地域におけるフレイル予防事業の推進） 

○継 健康体操機能付き音響セットの地区公民館等への配備（健康長寿課）   2,528 千円 

（高齢者の健康増進の推進） 

○新  ため池ハザードマップ作成業務（農林水産課）             13,200 千円 

（農村地域防災減災事業：防災重点ため池 36箇所のハザードマップ作成） 

 

○新  大規模民間建築物耐震改修促進事業（建設課）             17,802 千円 

（民間の要緊急安全確認大規模建築物の耐震改修工事に対する補助） 

 

 



 

Ｐｌａｎ－Ｅ「力をみなぎらせる」 

 

○新  まち・むらときめき支援事業（政策課）（再掲）             6,000 千円 

（将来にわたるまち・むらの機能の維持・活性化に向けた「集落活性化計画」（仮称）を策

定） 

○継 ブランド推進事業（政策課）（再掲）                    11,412 千円 

（地域ブランド発信事業、ブランドサイト運営、あわらむすび Project 等） 

○拡 ふくい園芸カレッジ卒業生に対する支援（農林水産課）           29,697 千円 

（農業に対する支援の拡充：就農奨励金、園芸産地総合支援事業補助金、農業次世代人材

投資資金） 

○拡 周年作促進事業補助の拡大（農林水産課）               26,000 千円 

（集落単位での法人組織や個人の認定農業者の経営基盤の強化：大豆、そば（平坦地）に

対する上乗せ補助） 

○新 新規就農者受入農家支援事業（農林水産課）               360 千円 

（農業に対する支援の拡充：新規就農希望者の研修を受け入れる里親に対する助成） 

○拡 鳥獣害防止総合対策事業（農林水産課）                18,704 千円 

（山際の緩衝帯整備、金網柵の整備、イノシシの生態調査などの獣害対策の強化） 

○継 企業的園芸支援事業（農林水産課）                     8,691 千円 

（企業的園芸を目指す農業生産法人等の施設整備に対する支援） 

○新 強い農業づくり交付金事業（農林水産課）               34,840 千円 

（ＪＡ花咲ふくいが行うカントリーエレベーターの整備、改修に対する補助） 

○継 若手農業者園芸リースハウス整備事業（農林水産課）          44,216 千円 

（ＪＡ花咲ふくいが低コスト耐候性ハウス団地を整備し、新規就農者等にリース） 

○新 収益性の高い水田農業経営確立支援事業（農林水産課）         32,940 千円 

（営農の広域化や規模拡大、園芸導入を目指す集落営農組織等に対する補助） 

○新 湛水防除事業（農林水産課）                       7,500 千円 

（福井県が行う老朽化した排水機場の更新に係る負担金：今後、市内の 11排水機場を順次

更新） 

○継 農業経営アドバイザー事業（農林水産課）                 375 千円 

（営農診断委託料：中小企業診断士、営農指導員等による農業生産法人等の経営等の診断） 

○継 スモール・ビジネス支援事業（観光商工課）                 9,375 千円 

（H27 実績：５件 5,855 千円、H28 実績：４件 3,738千円、H29 実績：７件 7,340 千円） 

○継 既存店舗改修、空き店舗活用事業（観光商工課）              1,500 千円 

（市街地にぎわい創出事業）（H28 実績：２件 600 千円、H29 実績：５件 1,500千円） 

 

 

 

 



 

Ｐｌａｎ－Ｆ「夢をつなぐ」 

 

○継 ブランド推進事業（政策課）（再掲）                    11,412 千円 

（地域ブランド発信事業、ブランドサイト運営、あわらむすび Project 等） 

○継 移住定住促進事業（政策課）                        4,660 千円 

（移住定住促進に係る地域おこし協力隊員の賃金等） 

○継 休校利活用事業（政策課）                        3,083 千円 

（休校舎利活用検討の促進に係る地域おこし協力隊員の賃金等） 

○継 縁結び推進事業（子育て支援課）                     1,200 千円 

（H27 実績：17 組成立うち１組成婚、H28 実績：19 組成立うち２組成婚、H29 実績：７組

成立） 

○継 スモール・ビジネス支援事業（観光商工課）（再掲）              9,375 千円 

（H27 実績：５件 5,855 千円、H28 実績：４件 3,738千円、H29 実績：７件 7,340 千円） 

 

■その他の主要事務事業 

嶺北消防組合負担金                                    491,407千円 

重度障害者（児）医療費助成事業                         142,250千円 

障害者自立支援給付事業                                 629,198千円 

生活保護給付事業                                       220,000千円 

児童手当支給事業                                       390,843千円 

私立認定こども園施設型給付金                          853,689千円 

放課後子どもプラン推進事業                          49,621千円 

国民健康保険特別会計繰出金                             191,205千円 

農道保全対策事業負担金                 83,250千円 

多面的機能支払交付金事業                             234,554千円 

県単林道事業(剱ヶ岳線)工事                       10,000千円 

県営林道事業(剱ヶ岳線)負担金                            31,422千円 

社会資本整備総合交付金事業(除雪機械整備)         24,578千円【新規】 

北陸新幹線建設事業負担金                36,947千円 

北陸新幹線関連公共施設等整備事業            99,157千円 

北陸新幹線整備関連事業                 168,048千円 

公営住宅長寿命化事業                                  49,300千円 

 

 

 

 

 



●「あわら市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に係る主要事業 

ブランド推進事業（再掲）                11,412 千円 

移住定住促進事業（再掲）                 4,660 千円 

休校利活用事業（再掲）                  3,083 千円 

スモール・ビジネス支援事業（再掲）            9,375 千円 

求人・求職者マッチング促進事業              1,100 千円 

あわら湯けむり映画祭開催事業               1,500 千円 

「ちはやふる」を活用した知名度向上事業（再掲）     13,000 千円 

二次交通アクセス強化事業（再掲）             8,291 千円 

越前加賀インバウンド受け入れ体制等整備事業（再掲）   21,254 千円 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

（１）歳⼊歳出予算の補正状況 
 

 平成 29 年度下半期においては、国庫補助事業等の確定に伴う補正及び平成 29 年度中に

措置しなければならない経費についての補正を行いました。 

 

                                         （単位：千円） 

 

 

繰越 ５月 ７月 ７月 ９月 ９月 １０月

予算額 補正 補正（臨時議会） 補正（専決） 補正 補正（専決） 補正（専決）

予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額

13,940,000 727,722 422,293 12,840 72,076 78,344 14,000 7,035

国民健康保
険特別会計

3,624,500 36,458

後期高齢者

医療特別会
計

315,100

農業者労働
災害共済特

別会計

5,000

小　計 3,944,600 0 0 0 0 36,458 0 0

水道事業会

計
1,005,588 1,381 14,700

工業用水道
事業会計

11,013

公共下水道
事業会計

2,370,091 113,240 25,000 46,211

農業集落排
水事業会計

115,684 △ 44,540

小　計 3,502,376 114,621 39,700 0 0 1,671 0 0

21,386,976 842,343 461,993 12,840 72,076 116,473 14,000 7,035

企
業

会
計

合　計

会計区分
当初予算額

一般会計

特
別
会

計

予算現額

１２月 １２月 １月 ３月 ３月 ３月 ３月

補正 補正（専決） 補正（専決） 補正（追加） 補正
補正（最終日

追加）
補正（専決）

予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額

320,430 12,300 191,680 67,123 244,520 300,710 16,411,073

国民健康保
険特別会計

△ 1,203 △ 112,234 3,547,521

後期高齢者

医療特別会
計

315,100

農業者労働
災害共済特

別会計

5,000

小　計 △ 1,203 0 0 0 △ 112,234 0 0 3,867,621

水道事業会
計

△ 1,145 △ 9,946 1,100 1,011,678

工業用水道
事業会計

760 △ 3,144 8,629

公共下水道

事業会計
△ 30,663 17,918 2,541,797

農業集落排

水事業会計
△ 746 70,398

小　計 △ 31,794 0 0 0 4,828 1,100 0 3,632,502

287,433 12,300 191,680 67,123 137,114 1,100 300,710 23,911,196

企

業
会
計

合　計

会計区分
予算現額

一般会計

特

別
会

計

予算現額

第２ 平成２９度下半期の財政状況 

１ 予算の収⼊⽀出状況 



（２） 予算執⾏状況（平成 30 年３⽉ 31 ⽇現在） 
 

①⼀般会計                                  （単位：千円、％） 

歳入予算科目 予算現額 収入済額 割合  歳出予算科目 予算現額 支出済額 割合 

市税 4,716,859 4,658,134 98.8  議会費 172,564 170,114 98.6 

地方譲与税 115,000 119,408 103.8  総務費 1,417,140 1,211,904 85.5 

利子割交付金 9,000 8,833 98.1  民生費 4,781,634 4,410,413 92.2 

配当割交付金 16,000 17,950 112.2  衛生費 802,864 754,552 94.0 

株式等譲渡所得割交付金 16,000 18,716 117.0  労働費 54,485 54,196 99.5 

地方消費税交付金 508,000 508,158 100.0  農林水産業費 720,218 588,042 81.6 

ゴルフ場利用税交付金 63,000 63,275 100.4  商工費 927,785 864,373 93.2 

自動車取得税交付金 37,000 33,585 90.8  土木費 2,660,350 1,696,158 63.8 

地方特例交付金 11,344 11,344 100.0  消防費 911,748 483,958 53.1 

地方交付税 3,091,634 3,091,634 100.0  教育費 1,787,497 1,599,666 89.5 

交通安全対策特別交付金 3,000 3,023 100.8  災害復旧費 1,300 0 0.0 

分担金及び負担金 292,309 270,731 92.6  公債費 1,460,810 1,451,011 99.3 

使用料及び手数料 163,714 157,654 96.3  諸支出金 707,916 694,244 98.1 

国庫支出金 2,306,466 1,696,839 73.6  予備費 4,762 0 0.0 

県支出金 1,326,730 641,349 48.3  合 計 16,411,073 13,978,631 85.2 

財産収入 89,710 79,296 88.4      

寄附金 67,960 54,796 80.6      

繰入金 994,354 992,418 99.8      

繰越金 467,864 467,864 100.0      

諸収入 570,095 350,378 61.5      

市債 1,545,034 396,700 25.7      

合 計 16,411,073 13,642,085 83.1      

 

 

 

 

 

 

  



②特別会計                      （単位：千円、％） 

会計区分 予算現額 

歳入 歳出 

収入済額 割合 支出済額 割合 

国民健康保険特別会計 3,547,521 3,249,944 91.6 3,313,481 93.4 

後期高齢者医療特別会計 315,100 315,552 100.1 313,422 99.5 

農業者労働災害共済特別会計 5,000 2,187 43.7 1,803 36.0 

 

 

③企業会計                                （単位：千円、％） 

会計区分 

歳入 歳出 

予算現額 収入済額 割合 予算現額 支出済額 割合 

水道事業会計 

収益的収支 804,711 772,959 101.0 749,514 745,442 99.5 

資本的収支 77,804 65,303 83.9 262,163 244,838 93.4 

工業用水道事

業会計 

収益的収支 7,729 7,782 100.7 8,629 7,570 87.7 

資本的収支 － －  － －  

公共下水道事

業会計 

収益的収支 1,223,689 1,167,249 99.7 1,208,744 1,190,533 98.5 

資本的収支 906,520 818,804 90.3 1,333,053 1,219,442 91.5 

農業集落排水

事業会計 

収益的収支 49,794 48,897 98.9 50,854 49,116 96.6 

資本的収支 10,090 10,090 100.0 19,544 19,539 100.0 

 

 

 

  



 

（１）基⾦の現在⾼ 
 

                                 （単位：千円） 

区分 
基金現在高 

（平成 30年 3月 31日現在） 

一般会計 5,644,803 

 

財政調整基金 3,249,000 

減債基金 148,016 

自動車購入基金 16,320 

土地開発基金 199,356 

ふるさと創生基金 164,917 

福祉基金 225,798 

工業等振興基金 1,322 

南部土地区画整理基金 39,635 

地域振興基金 1,300,000 

ふるさとあわらサポート基金 152,704 

金津雲雀ケ丘寮基金 17,735 

学校施設整備基金 30,000 

国民体育大会運営基金 100,000 

特別会計 343,391 

 

国民健康保険特別会計 308,387 

農業者労働災害共済特別会計 35,004 

総合計 5,988,194 

 

 

  

２ 市有財産、市債及び⼀時借⼊⾦の状況 



（２）市債及び⼀時借⼊⾦の現在⾼ 
 

                                 （単位：千円） 

区分 
市債現在高 

（平成 30年 3月 31日現在） 

一般会計 16,909,717 

 

うち合併特例債 6,916,767 

うち臨時財政対策債 6,852,478 

うちその他 3,140,472 

企業会計 12,560,589 

 

公共下水道事業会計 10,757,270 

水道事業会計 1,447,093 

農業集落排水事業会計 356,226 

総合計 29,470,306 

 

                                 （単位：千円） 

一時借入金（平成 30年 3月 31日現在） 

0 

 


